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第 1 章 序論 
 
 
1.1 はじめに 
 
 
海岸の砂浜および外浜、岩礁、護岸、傾斜護岸等の沿岸施設は様々な用途で利用されている。汀線
付近は、海釣りの場、海水浴等レジャーの場、採藻・採貝漁場として利用されている。岩礁は優れた
景観を楽しむ場や磯遊びの場として利用されている。護岸、傾斜護岸は、海岸の保全の目的に加えて、
人が海に親しむための親水性施設として整備されてきている。図-1.1.1～4 に海岸利用状況の例を示
す。 
このように、海岸は様々な用途で利用されているが波浪による人身事故も多く、貴重な人命が数多
く失われてきている。もちろん、高波浪来襲時には誰しも危険を感じるため、人は沿岸に接近するこ
とはほとんど無く、事故に遭うことも少ない。しかし、有義波高 H1/3 =1～3m 程度の常時波浪時に
は、人は危険を感じることなく海岸を利用する。不規則波群中の最高波 Hmax は一般に 1.6～1.8H1/3
とされているため、H1/3 =1～3m の場合、Hmax =1.6～5.4m となる。そのため、常時波浪において
も波群中の最高波は高波浪と定義される波高を示し、それにより人身事故が発生する危険性は高く、
第 2 章にて示すように実際に人身事故は多発している。 
このように海岸における人身事故は多いものの、有効な対策はほとんどとられていないのが現状で
ある。これは、人体の転倒と波浪の因果関係が不明であることに起因する。例えば防波堤等沿岸構造
物は、波力による滑動や転倒に対して重力等で対抗するとして、安定計算の手法が確立されており、
これによりどの程度の波高まで構造物が安全であるか評価できる。しかし、自然海岸や海岸保全施設
において陸上から海中へ人が転倒する危険性、海中に立つ人が転倒する危険性の評価はこれまで、ほ
とんどなされてきていないのが現状である。そのため、海岸の管理についても、波浪注意報が発令さ
れれば現場で注意を喚起するような付け焼刃的な対応しかなされてきていない。 
以上に鑑み、本研究は海中や沿岸における人の転倒について、転倒限界比という指標を導入すると
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共に、多大な費用を要する水理模型実験に代わって数値波動水路 CADMAS-SURF1)を用いて定量的
な検討を行うことと、それを基にした現地で簡易に計画できる海岸の安全管理基準の策定方法を提案
することを目的として行った。 
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図-1.1.1 海岸の利用例～海釣り(平成 22 年 10 月 24 日北海道北斗市茂辺地にて撮影) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1.2 海岸の利用例～磯遊び(平成 23 年 7 月 31 日北海道留萌市黄金岬にて撮影) 
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図-1.1.3 海岸の利用例～親水施設(胆振海岸緩傾斜護岸、室蘭開発建設部 HP より) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1.4 海岸の利用例～拾いコンブ漁業 
(北海道水産業改良普及職員協議会作成北海道の漁業図鑑 HP より) 
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1.2 既往の研究と課題 
 
 
親水性防波堤上における人の安全性については、高橋ら 2)が精力的な研究を行っている。高橋らは
靴と床面の摩擦係数を測定した上で、還流水槽に実際に人を立てて人に作用する流体力、人の抗力係
数を求め、越波時における人の転倒限界条件を身長、越波流量、打上げ高さを用いて定量的に示した。
図-1.2.1 は高橋らが提案した身長と転倒限界時の打上げ高さの関係、図-1.2.2 は身長と転倒限界時
の流量の関係である。ただし、この研究はあくまで人工の親水性防波堤を対象とした研究であり、還
流水槽における実験も親水性防波堤を想定したコンクリート面に立った人を対象としている。 
しかし、実際の沿岸は砂浜、護岸、岩礁等様々な形態を示しており、それらに立つ人の安全性の検
討に既往の研究成果を適用するには無理がある。例えば、岩礁と靴の摩擦係数はコンクリート面とは
異なると考えられ、そもそも、岩礁は起伏に富んでいて水平面には乏しく、沿岸における人の人身事
故の形態は滑動よりは転倒が主と考えられる。 
そのため、海岸において人の安全性を定量的に把握するには、人の転倒をモデリングして流速、水
位等との関係を把握すると共に、各海岸の形態に対応して個別に水位流速等を求める必要がある。た
だし、その検討の進め方自体は人の転倒を定量的に表現できれば統一した流れを提案できると考えら
れる。すなわち、人の転倒の定量的な記述と、海岸ごとの人の転倒限界を求める手法の提案が大きな
課題である。また、個別の海岸ごとに水理模型実験を行うのは多大な費用と時間を費やすこととなり
非現実的であるため、数値解析にて、より少ない労力で海岸形態ごとに水位流速等を求めることも課
題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.2.1 身長と転倒限界時の打上げ高さ 2) 図-1.2.2 身長と転倒限界時の流量 2) 
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1.3 研究の概要 
 
 
本論文は 8 章で構成されている。図-1.3.1 に章構成のフローを示す。また、以下に各章の概要を示
す。 
 
 
図-1.3.1 論文のフロー 
 
 
第 1 章では、研究をはじめた背景として、海岸における人の安全に関する課題と定量的な安全性検
討の必要性を示すと共に、既往の研究の概要、本論文の概要を示す。 
第 2 章では、これまでに発生した海岸における人身事故の分析、自然海岸や親水型施設の安全管理
の現状と課題を示した上で、本研究の意義を示す。 
第 3 章では、人に作用する波力と転倒の定量的な算定方法として、転倒限界比を提案する。その上
で、作用波の形態と抗力係数の検討、転倒限界比と数値解析の適用性の検証、浮力帯の効果の評価を
第 1 章 序論 
第 2 章 海岸における人身事故の分析 
第 3 章 人体に作用する波力に関する検討 
第 4 章 リーフ及び砂浜海岸の安全管理に関する検討 
第 5 章 親水型岩礁の高波時の安全管理に関する検討 
第 6 章 傾斜型親水護岸の安全管理に関する検討 
第８章 結論 
第７章 安全管理の課題と提言 
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行い、人の転倒限界について総合的に示す。 
第 4～6 章は、各海岸形態における人の転倒限界について各論として示す。 
第 4 章では、リーフ、砂浜海岸における人身事故の分析、転倒事故の再現、安全管理システムの提
案を示す。 
第 5 章では、親水型岩礁における人身事故の分析、転倒事故の再現、漂流の検討、安全管理システ
ムの提案を示す。 
第 6 章では、傾斜型親水護岸における人身事故の分析、転倒事故の再現、安全管理システムの提案
を示す。 
第７章では、これまでの研究結果を基に沿岸の人身事故に対する安全管理の課題を述べると共に、
今後の在り方について提言する。 
第８章では、本研究を取りまとめ、主要な結論を述べる。 
 
 
1.4 参考文献 
 
 
1)数値造波水路の研究・開発(CADMAS-SURF)、財団法人沿岸開発技術研究センター、2001. 
2)高橋重雄、遠藤仁彦、室善一朗：越波時における防波堤上の人の転倒に関する研究～親水性港湾構造
物に関する水工的研究(第二報)～、港湾技術研究所報告、第 31 巻、第 4 号、pp.3-29、1992. 
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第 2 章 海岸における人身事故の分析 
 
 
2.1 人身事故の分析 
 
 
ここでは、海上保安庁発行資料、新聞報道等から人身事故の発生傾向を検討する。 
表-2.1.1、図-2.1.1 は海上保安庁発行資料 1)～10)による最近 10 年間のマリンレジャー及びマリン
レジャー以外の海浜事故による死者・行方不明者数である。ここに示される数値は海浜事故のみであ
り、船舶乗船中の事故や自殺は含まれていない。 
マリンレジャー以外の海浜事故は、主に海岸工事、不意の転落、海岸漁業等によると考えられる。
これらによると、人数の前後はあるものの年平均で、遊泳中で 126 人、磯遊び中で 33 人、釣り中
で 109 人、岸壁からの海中転落で 203 人、その他で 55 人の人命が失われている。すなわち、年平
均で 526 名の人命が失われてきたこととなる。平成 22 年版消防白書附属資料 2511)によると、自
然災害による平成 21 年中の死者・行方不明者は 115 人である。これは、海浜事故による死者・行
方不明者数は自然災害よりも遥かに多いことを示しており、沿岸における人の安全性は、災害対策と
同程度以上の重要性があることを示している。 
図表から特筆すべきは磯遊び中、釣り中である。遊泳中は人が海に浮遊している状態であり、離岸
流等で沖へ漂流することが知られている。しかし、磯遊び中と釣り中は、人が海岸に起立する、しゃ
がむ等の自立した状態であり、波浪により転倒した後に漂流すると考えられる。すなわち、海に漂流
する前に転倒という事象が発生している。そのため、磯遊び中と釣り中の事故防止を図るには、人の
転倒形態を把握した上で転倒防止の施策を講じることが基本になると考えられる。また、その考えは、
その他に含まれる採藻等沿岸漁業の事故防止も同様と考えられる。 
表-2.1.2、図-2.1.2 は、主要新聞 3 紙の道内版の記事検索を行って、北海道内の沿岸における水難
死亡事故を抽出した結果である。これによると、平成 5～21 年に、採藻等漁業従事中の漁業者で 33
件、海釣り中の遊漁者で 98 件の死亡事故が発生している。また、ここでは磯遊び中はその他に含ま
 | 9 
 
れるが件数は少ない。 
北海道においては、拾いコンブ漁に代表される採藻等漁業は地域の重要な基幹産業となっており、
従事者も多い。また、サケ釣りに代表される沿岸の釣りもまた重要な地域振興策となっている。しか
し、その産業が危険を伴うものであることをこれらの結果は示している。 
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表-2.1.1 マリンレジャー及びマリンレジャー以外の海浜事故による死者、行方不明者数 1)～10) 
遊泳中 磯遊び中 釣り中
岸壁からの海
中転落
その他
H13 129 28 125 184 44
H14 148 33 125 218 52
H15 104 29 94 204 54
H16 116 50 109 237 49
H17 128 27 91 205 53
H18 137 32 106 208 56
H19 128 41 116 172 56
H20 117 29 116 206 58
H21 123 25 111 203 61
H22 132 32 100 189 65
合計 1,262 326 1,093 2,026 548
平均 126 33 109 203 55
マリンレジャーに関する海浜事故
マリンレジャー以外の海浜
事故
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.1 マリンレジャー及びマリンレジャー以外の海浜事故による死者、行方不明者数 1)～10) 
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表-2.1.2 北海道における原因別沿岸水難死亡事故件数 
遊泳中 釣り中 採藻等漁業 その他
H5 8 8 3 5
H6 12 11 3 4
H7 8 6 4 1
H8 7 1
H9 8 6 0
H10 6 4 1 3
H11 18 8 3 1
H12 6 6 2
H13 10 4 2 4
H14 7 7 3 2
H15 1 2 2
H16 8 5 3
H17 7 5 2
H18 6 6 2 1
H19 8 7 0
H20 3 6 2 2
H21 6 7 0
合計 129 98 33 23
平均 8 6 2 3  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.2 北海道における原因別沿岸水難死亡事故件数 
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2.2 親水型施設の安全管理の現状と課題 
 
 
多くの親水施設は特別な安全管理はなされておらず、荒天時でも立ち入り可能なのが現状である。
勿論、荒天時の危険性を周知する看板等は設けられていることが多い。図-2.2.1～2 は北海道留萌管
内の黄金岬である。ここでは、第 5 章にて詳述するように平成 20 年 10 月に 2 名が高波にさらわれ
て死亡する事故が発生している。写真のように黄金岬は陸から岩礁まで簡易橋で連絡されており、家
族で海に親しむことができる親水型岩礁である。簡易橋には図に示すように荒天時に通行禁止とする
看板が設置されている。また、図-2.2.2 に示すような看板もあり、荒天時には簡易橋は撤去される。
ただし、簡易橋は撤去されることになっているものの、管理者ヒアリングによると撤去する管理基準
としての波高は特に設定されておらず、波浪注意報が発令されると撤去することとなっている。ただ
し、「1.1 はじめに」にて述べたように、不規則波群中には有義波高の 1.6～1.8 倍の高さを持つ最高
波が含まれる。そのため、一般に波浪警報が発令される有義波高 3m に対しては 4.8m～5.4m の高
波が含まれることとなり、それによる事故発生が懸念される。すなわち、波浪警報発令後の簡易橋撤
去では対策が間に合わないことがあり得るため、安全管理上問題があると言える。よって、親水施設
の管理基準波高を地域の波浪特性、施設特性、地形特性を基に定量的に求めることと、それに応じて
迅速に対策を施す管理体制の構築が必要である。 
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図-2.2.1 留萌管内黄金岬の危険周知看板(平成 23 年 7 月 31 日撮影) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.2 留萌管内黄金岬の危険周知看板(平成 20 年 11 月 8 日撮影) 
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2.3 海釣り安全管理の現状と課題 
 
 
海釣りの安全管理については、特別に整備された釣り防波堤等以外では全くなされておらず、自己
責任に委ねられているのが現状である。前出の図-1.1.1 は北海道北斗市茂辺地河口におけるサケ釣り
の状況であるが、一見して明らかなように、うねりが来襲していても、胴長を着用してリーフ地形の
先端近くで釣りを行っている。第 4 章で詳述するが、ここでは平成 20 年 11 月に釣り人の死亡事故
が発生している。事故時の有義波高は 0.87m であったことから、前述のように不規則波群中の最高
波により被害者は転倒したと考えられる。我が国沿岸の大半は釣りが可能な海岸であるため、安全管
理基準を定め必要に応じて沿岸からロックアウトするような措置を執ることは物理的に難しい。なら
ば、転倒のリスクがある状況を定量的に把握すると共に、周知・啓蒙することが必要かつ現実的な安
全対策と考えられる。 
 
 
 
2.4 本研究の目的 
 
 
これまでに述べたように、親水施設や沿岸における安全管理は、簡単な看板設置程度しかなされて
きていないのが現状である。これは、主に以下の理由によると考えられる。 
 
①沿岸において人が転倒する波高が不明なので管理基準が定められない。 
②公になっている海象リスク判定基準は波浪注意報、警報程度しかない。 
③常時波浪による転倒の危険性は全く知られていないと言ってよい。 
 
以上の理由の裏を返せば、人の転倒限界を定量的に記述する手法を提案すると共に、沿岸ごとに転
倒限界の基準としての波高、周期、潮位等の値を求める手法を確立すれば明快な管理ができるように
なることとなる。また、常時波浪の危険性を明らかにすることで、啓蒙の端緒とすることができる。 
ただし、沿岸における波浪の変形は海底地形に依存するため、沖波を基準とした統一的な転倒リス
クを定めるのは困難であり、人の転倒限界を求めるには沿岸ごとの波浪変形を求めることが不可欠で
ある。以上を基にすると、本研究の目的は以下のとおりとなる。 
 
①人の転倒の定量的な記述手法の提案 
②沿岸ごとの転倒リスクに対する管理基準を求める手法の提案 
③管理基準を基にした管理手法の提案 
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④波浪事故の危険性の周知手法の提案 
 
以上の研究成果を次章以降に示す。 
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第 3 章 人体に作用する波力に関する検討 
 
 
3.1 人体に作用する波力の算定方法 
 
 
沿岸に位置する人へ作用する波力は、人体の投影面積に依存する。人への作用波力 F は、式(3.1.1)
で求められる。 
DACUF
2
2
1 ρ=  (3.1.1) 
ここに、ρ：水の密度、U：流速、A：人体の投影面積、CD：抗力係数である。 
式(3.1.1)によると、水位が上がって投影面積が増えるほど、人には強い波力が作用して、危険にな
ることがわかる。また、人が真横を向いた場合、投影面積は小さくなり作用波力は減少する。以上の
概念を図-3.1.1 に示す。図は水位が腰の場合の投影面積の模式図である。人体に作用する波力を定量
化するには、このように水位や人の向きによって波力が大きく変化することを考慮せねばならない。 
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図-3.1.1 波浪に対する人の投影面積の模式図(水位は腰と仮定) 
 
 
また、人は危険を感じた場合反射的にしゃがむなど重心を下げ、体を安定させる行動をとる。この
動作については個人的な能力の差異が大きいため定量化するのは困難である。以上 2 点に鑑み、人を
静的な円柱に模し、それによって人体に作用する波力、更には人の転倒を安全側で定量的に評価する
こととする。 
図-3.1.2 に円柱に模した人体へ作用する波力の概念を示す。人に作用する波力の鉛直方向の範囲は
静水位 h と水位上昇量ηの和となり、波力の作用点は(h +η)/2=hg となる。人の水中重量は、人の空
中重量から浮力を差し引いた値となる。転倒支点を中心とした正面から作用する波力 F のモーメント
と、人の重量のモーメントのつり合いは、式(3.1.2)のとおりとなる。 
 
A
A
正面向の
投影面積
真横向の
投影面積
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図-3.1.2 円柱に模した人体へ作用する波力 
 
 
( ) gog lBWFh −=  (3.1.2) 
ここに、Wo：人の重量、B：浮力、lg：転倒支点と円筒中心との距離、hg：人の重心の高さである。 
式(3.1.2)はモーメントがつり合っているため、円柱は転倒限界の状態であると言え、この際の波力
を転倒限界波力 Fcri と定義する。Fcri は式(3.1.2)を変形させ、式(3.1.3)のように定義される。 
 
( ) ggocri hlBWF −=  (3.1.3) 
式(3.1.3)に定義した転倒限界波力よりも来襲波の波力が大きい場合に人は転倒すると定量的に評価
できることとなる。そこで、作用波力 F と転倒限界波力 Fcri の比を転倒限界比 F/Fcri と定義する。転
倒限界比が 1 を超えると人は転倒すると定量的に判断できる。以上から、これまで困難であった人の
転倒の定量的記述を、転倒限界比を導入することで非常に簡潔に表現できるようになる。以後この考
えを基礎として、様々な自然特性を持つ沿岸における人の転倒と安全管理の検討を進める。 
 
 
 
3.2 作用波の形態と抗力係数の設定 
 
 
(1)基礎式と抗力、慣性力の寄与 
h
η
hg
F Wo
lg 転倒支点
B
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式(3.1.1)では人に作用する波力を抗力のみで示したが、円柱に模した人に作用する波力はモリソン
式に示されるように、抗力と慣性力の和となる。なお、抗力は粘性による表面抵抗と構造物前後の圧
力差による形状抵抗の和である。慣性力は、構造物が周囲の流れを減速させることによって流体から
受ける反力である。図-3.2.1 に示す円柱鉛直方向 dz 幅の微小部分に作用する、波浪による進行方向
の波力 dFT は、式(3.2.1)で与えられる。ここに、右辺第 1 項が抗力、右辺第 2 項が慣性力である。 
 
dzD
t
uCuDdz
u
CdF MDT 42
2πρρ ∂
∂+=  (3.2.1) 
 
ここに、u：構造物が存在しない場合の波浪による波の進行方向流速、D：円柱の直径、CM：慣性係
数、である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.1 円柱構造物に作用する波力 
 
式(3.2.1)の右辺第 2 項には流速の加速度が含まれる。ここで、周期の短い波浪のように流速が常時
変化する場合は慣性力の寄与が大きくなるが、周期が非常に長く定常流に近いような波浪の場合は慣
性力の寄与が小さくなると予想される。ここで両項の寄与をより深く検討するため、微小振幅波理論
による波の水粒子速度、加速度を検討する。水粒子の速度、振幅、加速度は式(3.2.2)～(3.2.4)で示
される。 
 
( )tkxuu m ω−= cos  (3.2.2) 
( )
kh
zhk
T
Hum sinh
cosh += π  (3.2.3) 
D
dzdFT
u,∂u
∂t
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( )tkxu
t
u
m ωω −=∂
∂ sin  (3.2.4) 
 
ここに、k：波数、x：波の進行方向座標、ω：波の角周波数、t：時間、H：波高、T：波の周期、h：
水深、z：静水面を原点とした鉛直上向き座標である。これらを式(3.2.1)に代入して整理すると、式
(3.2.5)に示す無次元波力が得られる。 
 
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −
T
tC
KCT
t
T
tCDu
dz
dF
MDm
T ππππρ 2sin2cos2cos
2
21
2
 (3.2.5) 
 
ここに KC はケーシー数と呼ばれ、式(3.2.6)で定義される無次元量である。KC は、波によって水
粒子がその 1 周期の間に移動する距離と構造物の大きさの比を示している。 
 
DTuKC m≡  (3.2.6) 
 
ここで、ケーシー数を基に抗力と慣性力の寄与について考察する。人に模した円柱の幅 D を平均的
な人の幅 0.43m と仮定すると共に、4 章～6 章にて検討する CADMAS-SURF 数値解析結果を参
考に、人に作用する波の周期を 10s、流速の振幅を 4m/s と仮定すると、KC =93.0 となる。酒井
1)によると、ケーシー数が 90 程度と大きいと、式(3.2.5)の抗力項が 1 程度であるのに対して慣性力
項は 0.1 程度となり抗力が卓越する。すなわち、ケーシー数が大きい場合は波による水粒子の運動範
囲が大きく、短い時間内では定常な一方向流れと近似しても無理が無く、抗力が卓越すると判断でき
る。この現象は、極浅海域における砕波後の流れ、波の斜面遡上と現象として整合する。以上から、
本研究においては、円柱に作用する力として抗力のみを検討する。 
 
(2)波の形状の影響と岩礁地形における抗力係数の設定 
1)運動量変化をもとにした基礎方程式の記述 
これまでの検討では、流体は連続体であることが前提であった。しかし、岩礁上のように、静水面
上で越波水塊が衝突するような状況では、連続体を前提とした波力作用の考えで人に作用する力を表
現するのは無理がある。図-3.2.2 に海岸形状ごとの水塊形状の例を示す。これらの結果は、後に示す
数値造波水路の計算結果のスクリーンショットである。リーフ地形の場合、人は水中に立つため、作
用する波力は式(3.1.1)に示す抗力で記述することが可能である。傾斜護岸の場合では静水面より上に
人が立ち、遡上波が作用するため、これも作用する波力は式(3.1.1)に示す抗力で記述することが可能
である。ただし、岩礁においては、人は静水面より上の切り立った岩礁に立つため、作用する波力は
図-3.2.2 に示すように越波した水塊の形状となる。そのため、式(3.1.1)の適用を前提とはできない。
ここでは、人に作用する波力を運動量の減少を基礎として記述することを試みる。 
水塊が人に衝突することによる運動量の変化は、式(3.2.7)で示される。 
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図-3.2.2 海岸形状ごとの水塊形状 
 
 
21 mumutF −=∆  (3.2.7) 
 
ここに、F：作用波力、Δt：人に水塊が衝突する作用時間、m：人に作用した水塊の質量、u1：人
に作用する直前の流速、u2：人に作用した直後の流速である。ここで、人の投影範囲にある全水塊の
運動量が人に作用したと仮定すると、作用直後の流速は 0 となる。更に、水の密度ρ、流量 Q、人の
投影面積 A を導入して式(3.2.7)を展開すると、式(3.2.8)が得られる。 
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2
111 tuAtuQmutF ∆=∆==∆ ρρ  (3.2.8) 
次いで、式(3.2.8)を作用波力について更に展開すると共に、現実には水塊の運動量全てが人に作用
することは考えにくいため、新たに係数 C を加えると、式(3.2.9)が得られる。 
 
2
1AuCF ρ=  (3.2.9) 
 
式(3.2.9)は、式(3.1.1)と同一の形状であるため、C =0.5CD とすることで、越波水塊の人への衝突
も抗力の式(3.1.1)で記述することが可能となる。ただし、ここでの抗力係数は見かけの抗力係数であ
ることに注意せねばならない。そして、この見かけの抗力係数 CD は、水理模型実験から別途求める
必要がある。 
 
2)水理模型実験と数値解析による見かけの抗力係数 CD の設定 
ここでは、水理模型実験にて円柱に作用する波力 Fob を計測するとともに、同一条件にて
CADMAS-SURF による数値解析を実施し、流速 Ucal と水位ηを求め、両者を式(3.1.1)を変形した
式(3.2.10)に代入することで、見かけの抗力係数 CD を求めることとする。 
 
AUFC calobD
22 ρ=  (3.2.10) 
 
2 次元造波水路(長さ 24.0ｍ、幅 0.6ｍ、深さ 1.0ｍ)に海底勾配 i =1/30 の水路床および岩礁模型
(図-3.2.3)を設置した。実験のパラメータは表-3.2.1 のとおりとした。実験縮尺は 1/11 とした。造
波波浪は規則波とした。以上の条件にて同一ケースの実験を 3 回繰り返し、平均をそのケースの結果
とした。人の形状はこれまで通り、安全側を見込んで円柱に模した。現地換算値で高さ 1.54m、直
径 0.39m の円柱を分力計の先端に固定し、これを岩礁上に設置して水平方向の波力成分を測定した。
また、同一条件で数値解析を行い、円柱位置でのピーク流速 Ucal と同時刻の水位ηを求めた。 
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図-3.2.3 実験断面(サイズは現地換算値) 
 
 
表-3.2.1 実験パラメータ(現地換算値) 
波高 Ho’(m) 1.0、1.2、1.4、1.6、1.8、2.0 
周期 T(s) 5.0、7.0、9.0 
岩礁前面水深 h(m) 3.5 
岩礁天端高 hc(m) 1.1 
岩礁傾斜角θ(°) 90、60、45、27、18、14、11 
 
 
すべての条件に対して岩礁天端上における越波状況を観察した結果、越波パターンは「砕波型」、｢越
流型｣、「打ち上げ型」の 3 種に分類することができた。図-3.2.4 は、T =5.0s、Ho’=1.4m にお
ける傾斜角度θ=11°、27°、90°の越波状況を例示している。θ=11°は砕波型で、傾斜面上で
波のエネルギーが減衰するため岩礁上の波力は小さかった。θ=27°は越流型で、厚い水脈が岩礁上
を通過した。θ=90°は打ち上げ型で、水塊が上方に打ち上げられた後に薄い水脈の流れが発生した。 
 
0.6
0.3
0.39
4.4
1.54円柱
岩礁模型
0.88
4.4
=3.5
=1.1
θ
断面図
海底勾配 =1/30
平面図
単位：m
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図-3.2.4 越波の状況(T =5.0s、Ho’=1.4m) 
 
 
砕波と斜面勾配の関係式としては、式(3.2.11)に示す surf similarity parameterζが一般に用いら
れている。 
 
LoHo'tanθξ =  (3.2.11) 
 
surf similarity parameter は、海底勾配と波形勾配の比で示される無次元数であり、砕波の形式を
記述するパラメータとして知られている(例えば、3.0 以上では砕け寄せ波砕波、2.0 以上では巻き寄
せ波砕波等)。図-3.2.4 に示したように、岩礁傾斜角、すなわち surf similarity parameter により越
波の形態は大きく異なることとなる。しかし、運動量変化により人に作用する波力を記述するという
前項で仮定した考えが真ならば、見かけの抗力係数 CD は surf similarity parameter によらず一定に
なると考えられる。以上を念頭に置いて、式(3.2.10)で求めた見かけの抗力係数 CD を、surf similarity 
parameter と比較検討する。 
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図-3.2.5 は、surf similarity parameter と式(3.2.10)で求めた見かけの抗力係数 CD の関係である。
多少のばらつきはあるものの、surf similarity parameter が大きい場合は概ね CD =1 に近かったが、
surf similarity parameter が小さい場合は大きくばらついた。surf similarity parameter が大きい
ということは、岩礁傾斜角が急であるか、波形勾配が小さいということである。すなわち、図-3.2.4
における越流型か打ち上げ型であり、かつ波形勾配が小さくうねり性の波浪という打ち上がりやすい
条件で、見かけの抗力係数 CD は一定になると言える。実際に図-3.2.4 に示した観察結果によると、
岩礁傾斜角が緩い場合は砕波型となり流れは大きく乱れたため、人に作用する波力はばらつきやすく
なると考えられる。以上を勘案して、図-3.2.5 から岩礁傾斜角θ≧27°、波形勾配 Ho’/Lo＜0.02
の条件を抽出したものが、図-3.2.6 である。こちらでは、surf similarity parameter によらず、見
かけの抗力係数 CD は概ね 1 で一定となる。以上から、本研究においては岩礁上に立つ人に作用する
波力の算出には式(3.1.1)を使用すると共に、見かけの抗力係数 CD =1.0 を採用することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.5  surf similarity parameter と見かけの抗力係数 CD の関係(全データ) 
0.0
0.5
1.0
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図-3.2.6  surf similarity parameter と見かけの抗力係数 CD の関係 
(岩礁傾斜角θ≧27°、波形勾配 Ho’/Lo＜0.02) 
 
 
(3)リーフ地形、傾斜護岸における抗力係数の設定 
円柱に作用する抗力係数 CD はレイノルズ数に依存する。円柱とそれに作用する水流に対するレイノ
ルズ数 Re は、式(3.2.12)で示される。 
 
νUDRe =  (3.2.12) 
 
ここに、ν：水の動粘性係数(10℃で 1.307×10-6m2/s)である。式から明らかなように、レイノ
ルズ数は流速に比例する。 
図-3.2.7 は、円柱に作用する全抵抗とこれに占める圧力抵抗・表面抵抗の割合である 2)。レイノル
ズ数が 10 程度の遅い流れの場合は粘性の寄与が大きくなり、表面抵抗は約 43%であるが、レイノ
ルズ数が 105 を超える速い流れの場合 CD は急激に低下する不連続な挙動を示す。これは、流れが速
いとはく離した層流境界層が後方で乱流となって円柱表面に付着し、再びはく離するためと考えられ
ている 2)。本研究で対象とする流速絶対値の範囲は、後に示す CADMAS-SURF 計算結果によると
0～8m/s、円柱の直径は人体を想定して 0.43m である。仮に流速範囲を 0.5～8m/s として式
(3.2.12)に代入するとレイノルズ数は 1.64×105～2.63×106 となり、CD が急速な減少を示す以
降の範囲となる。図中には別途行った数値解析結果における流速の平均値(黄金岬想定地形、H=2m、
T=6s) 1.4m/s も記載してある。 
「港湾の施設の技術上の基準・同解説(平成 19 年 7 月 社団法人日本港湾協会)」では、表面が粗
い円柱の場合は CD の減少は著しくないとして、円柱(粗面)における CD を 1.0(円柱高さ>円柱直径)と
している。 
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
0.0 5.0 10.0 15.0 20.0
C D
surf similarity parameter
27≦θ、Ho'/Lo<0.02
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円柱に作用する抵抗とレイノルズ数、円柱表面粗度との関係 2)を図-3.2.8 に示す。こちらは、レイ
ノルズ数が 104～106 と大きい場合の CD を示している。図には流速 0.5m/s、1.4m/s、8.0m/s の
ガイドを示してある。直径が 317mm と最も大きい場合での CD は、概ね 0.4～1 を示す。この図を
定式化して、CD を流速の関数とすることも考えられるが、平均的な流速 1.4m/s 周辺の CD が 0.4 程
度であることを考慮して、リーフ地形及び傾斜護岸においては CD =0.4 として検討を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.7 円柱に作用する全抵抗とこれに占める圧力抵抗・表面抵抗の割合 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.8 円柱に作用する抵抗とレイノルズ数、円柱表面粗度との関係 2) 
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3.3 転倒限界比と数値解析の適用性の検証 
 
 
(1)概要 
人を円柱に模して、波力に対して重量で抵抗する転倒限界比の考えが妥当であり、それを数値解析
で表現できるならば、水理模型実験と数値解析で、ある波高に対して転倒する最も軽い限界の比重は
一致するはずである。ここでは小型の模型水路を用いて、比重を変化させた円柱の転倒実験を行うと
共に、同一条件で数値解析を実施し、転倒限界比と数値解析で人の転倒を検討することの可否を検証
する。 
模型水路は図-3.3.1 に示す小型水槽である。水槽は手回し式であるため波浪は規則波であり、造波
波高は水深によって決まる。模型縮尺は 1/12 とした。実験条件を表-3.3.1 に示す。最初に水深(波
高)3 条件(case1～3)にて円柱位置の流速および水位の時系列を観測し、最大流速とその際の水位を
抽出した。その上で、水深(波高)3 条件に対し円柱の比重を 0.85～1.3 と変化させ(case4～6)、転
倒が発生する最小の比重を求めた。 
数値解析は数値造波水路 CADMAS-SURF を用いた。図-3.3.1 に示した模型水路を再現した計算
モデルを作成した。実験条件は表-3.3.2 に示すとおりである。この 3 ケース(CaseA～C)の計算を実
施し、水理模型実験と同一位置での時系列変化から最大流速とその際の水位を抽出した。以上の実験、
数値解析を実施し、結果を比較検証した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3.1 模型水路(括弧内実スケール) 
消波工2.185m(26.22m)
0.15m
(1.80m)
0.36m
(4.32m)
1.675m
(20.10m)
0.15m
(1.80m)
0.16m
(1.92m)
0.035m
(0.42m)
0.14m
(1.68m)
h
造波版
円柱
h/2
流速観測点
水位観測
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表-3.3.1 水理模型実験条件(実スケール換算) 
実験ケース 実験内容 水深 波高 周期 実験波 円柱密度 
Case1 
流速観測
実験 
1.08m 0.17m 
4.0s 規則波 
- Case2 1.14m 0.18m 
Case3 1.20m 0.20m 
Case4 
転倒実験
1.08m 0.17m 
0.85～1.3Case5 1.14m 0.18m 
Case6 1.20m 0.20m 
 
 
表-3.3.2 数値解析計算条件(実スケール換算) 
実験ケース 実験内容 水深 波高 周期 実験波 円柱密度 
CaseA 
流速観測
実験 
1.08m 0.17m 
4.0s 規則波 - CaseB 1.14m 0.18m 
CaseＣ 1.20m  0.20m 
 
 
(2)最大波力の比較 
Case1～3、CaseA～C の各ケースにおける最大流速 Umax 及び、流速・水位から求めた最大波力
Fmax を表-3.3.3 に示す。Fmax は式(3.1.1)を変形した式(3.3.1)にて求めた。 
 
( ) DDChUF ηρ += 2maxmax 2
1  (3.3.1) 
ここに、h：水深、η：最大流速発生時の水位上昇量、D：円柱の直径(=0.42m)である。 
比較結果から、最大流速及び最大波力共に水理模型実験結果と数値解析結果は良く整合している。
そのため、CADMAS-SURF による数値解析は水理模型実験に対して十分な精度を持つと評価できる。 
 
表-3.3.3 水理模型実験と数値解析の最大流速と最大波力の比較(実スケール換算) 
実験ケース 手法 水深 波高 最大流速 
Umax(m/s) 
最大波力 
Fmax(N) 
Case1 
水理模型
実験 
1.08m 0.17m 0.44 95.04 
Case2 1.14m 0.18m 0.48 103.68 
Case3 1.20m 0.20m 0.51 143.42 
CaseA 
数値解析 
1.08m 0.17m 0.45 98.50 
CaseB 1.14m 0.18m 0.49 122.69 
CaseＣ 1.20m  0.20m 0.50 138.24 
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(3)人の転倒限界の考察 
人は転倒限界比 F/Fcri =1 で転倒するので、この場合式(3.1.1)と式(3.1.3)は同値となる。両式に Umax
と Fmax を代入し密度ρ(比重)に対して展開すると、式(3.3.2)示すように各条件における転倒限界の円
柱比重を求めることができる。 
 
VgB
l
h
F
g
g
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ += maxρ  (3.3.2) 
ここに、V：円柱の体積、g：重力加速度である。表-3.3.3 に示した CaseA～C の Fmax を式(3.3.2)
に代入して求めた水深(波高)に応じた転倒限界比重と、水理模型実験 Case4～6 にて求めた各ケース
における転倒限界比重を比較したのが図-3.3.2 である。これによると、多少の上下はあるものの実験
と計算結果はおおむね整合した。ただし、水深 1.08m では数値解析の比重が小さく、水深 1.20m
では数値解析の比重は大きくなった。表-3.3.3 に示したように流速の精度は良好である。水深 1.08m
では最大波力 Fmax は数値解析の方が大きいが比重ρは数値解析の方が小さい。式(3.3.2)からこの現
象を考察すると、hg/lg と浮力 B が過小なため比重ρが小さくなったと考えられる。これは、水位η
が低めに計算されて B と hg/lg が小さくなったと考えられる。これとは逆に、水深 1.20m では比重
ρが大きいことから、水位ηが高めに計算されて B と hg/lg が大きくなったと考えられる。以上から
水深が浅い場合水位が低めに、水深が深い場合水位が高めに計算されたと考えられ、数値解析と実現
象では感度に若干の差異があると考えられる。しかしながら、水理模型実験と数値解析両者における
円柱の転倒限界比重がおおむね一致することから、転倒限界比と数値解析の組み合わせで人の転倒を
表現することが可能であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3.2 水深と転倒限界時の比重の関係 
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3.4 浮力帯の効果の評価 
 
 
ここでは、ライフジャケット等の浮力帯を着用した場合の人の転倒安全性について述べる。 
浮力帯の効果は、式(3.1.3)において人体の浮力 B に加えて浮力帯の浮力 B’を加えることで記述で
きる。それを考慮して、浮力帯がある場合の転倒限界波力 Fcri’を無い場合と比較すると、式(3.4.1)
のとおりとなる。ここに B’>0 である。 
 
( ) ( ) criggoggocri FhlBWhlBBWF =−<′−−=′  (3.4.1) 
 
以上から、浮力帯がある場合は転倒限界波力が小さくなり、人は転倒しやすくなる。人の安全を担
保する浮力帯が人を転倒させやすくするというのは皮肉な結果である。もちろん、漂流後の安全性を
考えると、浮力帯を着用すべきであるのは当然である。ただし、転倒に対する安全性低下を避けるに
は、図-3.4.1 に示すような、常時は膨らんでおらず浮力が発生しない膨張型を選択するか、ウェット
スーツ・ドライスーツを着用すべきと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通常型 膨張型 
 
図-3.4.1 ライフジャケットの種類(株式会社オーシャンライフ HP より) 
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第 4 章 リーフ及び砂浜海岸の安全管理に関する検討 
 
 
4.1 リーフ及び砂浜海岸における人身事故例の分析 
 
 
4.1.1 リーフ海岸における事故の分析 
 
リーフ海岸における事故の原因について分析する。事故の概要は以下のとおりである。 
 
(1)日時：平成 20 年 11 月 2 日午前 6 時頃 
(2)場所：北海道北斗市茂辺地海岸(図-4.1.1.1 参照) 
(3)被害者：50 歳男性 
(4)事故時の状況：サケ釣り中 
(5)事故位置の地形特性 
図-4.1.1.1 に事故発生位置と周辺の海底地形平面図を示す。事故発生位置周辺には道路沿いに駐車
スペースおよび海岸へ降りる階段があり、海岸は図-4.1.1.2 に示すように遠浅の岩礁リーフ地形であ
る。現地のリーフ地形の範囲確認と横断水深を把握するため、VRS-RTK による簡易水深測量を行っ
た。リーフ端部(D.L.-0.5m)の範囲は図-4.1.1.1 に示したとおりである。また、横断側線における海
浜断面(D.L.-0.5m までは本測量結果、それ以深は海底地形図から読み取り)を図-4.1.1.3 に示す。図
から明らかなように離岸距離 50m 付近までは水深-0.5m 程度の平坦なリーフ地形となっており、そ
の領域を利用してサケ釣りが行われている。しかし、離岸距離 50m 以降は海底勾配 1/70 程度を示
しており、人が入るには危険な水深及び勾配となっている。 
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図-4.1.1.1 事故発生位置と周辺の海底地形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1.1.2 茂辺地海岸の状況 
実験モデルの横断側線 
現地測量によるリーフ端
部等深線(D.L.-0.5m) 
事故発生位置
図-4.1.1.2 撮影方向 
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図-4.1.1.3 茂辺地海岸の海浜断面 
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(6)事故時の気象・海象特性 
図-4.1.1.4 には近隣知内火力発電所で観測された波浪、海上保安庁による函館推算潮位、函館海洋
気象台で観測された風速を示す。これらから事故時の気象海象特性をまとめると、おおむね以下のと
おりとなる。なお、事故時には波浪注意報・警報は発令されていなかった。 
 
①有義波高は当初 0.2ｍ程度であり、午前 4～6 時にかけて上昇したものの、事故が発生した午前 6
時の H1/3 =0.87m、T1/3 =4.2s までにしか至らなかった。 
②最高波も有義波と同様に上昇し、午前 6 時で Hmax =1.44m と有義波高の 1.66 倍を示した。 
③潮位は午前 6 時で満潮となり D.L.+0.8m を示した。 
④風速は最大で 5m/s 程度と穏やかであった。 
 
 
(7)事故原因の分析 
事故時は比較的穏やかな気象・海象特性であり、そのため被害者は安全と判断してサケ釣りを行っ
たと考えられる。しかし、このような穏やかな状況で死亡事故が発生したということは、満潮で人の
浮力が大きくなって人の水中重量が低下した際に常時波浪中の最高波が作用して転倒したと考えられ
る。 
すなわち、常時波浪においても人が転倒するリスクが存在していると考えられる。そして、そのリ
スクは有義波高の 1.66 倍を示した最高波によると考えられる。すなわち、有義波高が小さくとも波
群中の最高波により転倒する危険性があると考えられ、最高波は人の転倒に関する重要な要素と結論
付けられる。 
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図-4.1.1.4 事故時の観測波浪(知内火力発電所)、推算潮位(海上保安庁、函館)、 
観測風速(函館海洋気象台) 
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4.1.2 砂浜海岸における事故の分析 
 
砂浜海岸における事故の原因について分析する。事故の概要は以下のとおりである。 
 
(1)日時：平成 23 年 5 月 26 日 12 時 30 分頃作業開始、14 時浮いているのを発見 
(2)場所：北海道新ひだか町静内春立 (図-4.1.2.1 参照) 
(3)被害者：67 歳女性 
(4)事故時の状況：拾いコンブ漁中 
(5)事故位置の地形特性 
図-4.1.2.1 に事故発生位置と周辺の海底地形平面図を示す。事故発生位置周辺はコンブの好漁場で
あると共に、荒天後には岩礁から脱落したコンブが砂浜に打ち上げられるため、拾いコンブ漁の好漁
場となっている。海底地形としては、岩礁を経て水深 10m までは概ね 1/30、10m 以深は 1/70
程度と比較的緩勾配である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1.2.1 事故発生位置と周辺の海底地形 
 
 
事故発生位置
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(6)事故時の気象・海象特性 
図-4.1.2.2 にはナウファス苫小牧観測波浪、海上保安庁による東静内推算潮位、アメダス静内で観
測された風速を示す。図をもとに事故時の気象海象特性をまとめると、おおむね以下のとおりとなる。
なお、事故時には新ひだか町が属する日高中部に波浪注意報が発令されていたが、強風注意報は前日
5 月 25 日に解除されていた。 
 
①有義波高は 2.0ｍ弱、最高波は 3.0m 弱であり、概ね一定であった。 
②有義波周期は 10s 程度で概ね一定であった。 
③潮位は 9時で D.L.+0.15m であったが急速に上昇し、15 時で満潮となり D.L.+1.32m を示した。 
④風速は 10 時で 4m/s 程度と穏やかであり、12 時以降は 2m/s 程度と更に減少した。 
 
 
(7)事故原因の分析 
以上から、事故時は常時波浪が来襲していたが波高・周期の変化はなく一定の波浪状況を示してお
り、風速も低かったため、被害者は安全と判断して拾いコンブ漁業を開始したと考えられる。しかし、
潮位が高くなったため、浮力上昇とともに転倒限界波力 Fcri が小さくなって常時波浪の波力に抗しき
れず転倒したと考えられる。すなわち、常時波浪の波力自体は大きくなくとも、潮位が上がると転倒
限界波力が小さくなるため、結果として転倒に至る可能性があると考えられる。以上から、潮位は人
の転倒に関する重要な要素と結論付けられる。 
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図-4.1.2.2 事故時の観測波浪(ナウファス苫小牧)、推算潮位(海上保安庁、東静内)、 
観測風速(アメダス静内) 
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4.2 CADMAS-SURF による転倒事故の再現と転倒限界の検討 
 
 
ここでは数値造波水路 CADMAS-SURF を用いて転倒事故の再現と人の転倒限界の検討を行う。数
値解析に先立って簡易な水理模型実験を行い、数値解析の精度を確認する。 
 
 (1)水理模型実験による事故時の作用波力確認 
図-4.2.1に示すように2次元造波水路にて事故位置の海底地形(図-4.1.1.3に示した横断測線)を縮
尺 1/9 で再現し、人の位置に円筒に接続した分力計を設置して作用波力を計測した。実験条件(現地
換算値)は、事故時を想定して h = 1.13m、Ho’=0.9m、T = 4.2s とし、ブレットシュナイダー・
光易スペクトルによる不規則波を与えた。リーフ先端から後壁までの距離 D1 は現地と同じ 27m と
し、リーフ先端から波力測定点(人の立ち位置)の距離 D2 を 0m、4.5m、9.0m、13.5m、18.0m
として実験を行い、波力の岸沖方向分布を求めた。波力については 1 回の実験期間中の最大値を抽出
し、その実験における人への作用波力と定義した。実験は 10 回行い、平均値をその条件の結果とし
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.1 実験水路断面形状(実スケール換算値) 
 
 
図-4.2.2 に人に作用する波力の岸沖方向分布を示す。図中には平均値と標準偏差を示している。こ
の結果によると、リーフ先端から 4.5m 岸側で波力がピークを示している。これは、リーフ先端で大
きく変形した波浪が岸側へ伝播直後に砕波したためと考えられる。すなわち、より危険な部位は先端
よりはその岸側であり、安全のため先端から岸方向へ移動することが、実際にはより危険度を増す行
動であると言える。リーフ先端の波力は 0.84kN であった。式(3.1.3)で転倒限界波力 Fcri を求めたと
ころ 0.3kN となり、リーフ上の全域で転倒限界波力を超えていたこととなる。なお、図には数値解
析による波力も示しているが、これについては後述する。 
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図-4.2.2 リーフ先端からの距離 D2 と波力の関係 
 
 
(2)数値実験の方法 
ここでは、CADMAS-SURF による数値解析にて複数の条件を設定して人に作用する波力を求め、
人の立つ位置、波浪、水位による危険度を評価する。 
図-4.2.1 に示した断面地形をモデリングして数値実験に供した。計算条件は表-4.2.1 に示すとおり
である。波浪はブレットシュナイダー・光易スペクトルによる不規則波(200 波)を与えた。計算結果
からリーフ上の各点における鉛直方向平均流速の計算期間中最大値を抽出し、式(3.1.1)に代入して作
用波力を求めた。 
はじめに、水理模型実験と同条件で数値実験を行い、精度を確認した。その結果は、図-4.2.2 に示
したとおりであるが、波力は概ね一致し、数値実験の精度が確認された。 
図-4.2.3 は Ho’=0.4m、T =4.2s、h =0.83m における転倒限界比の経時変化である。1 波群 200
波の中で転倒限界比が 1 を超える事象が 3 回発生し、常時波浪でも波群中の最高波により人は転倒す
る危険性があると判断できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.3 常時波浪における転倒限界比の経時変化 
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表-4.2.1 数値解析計算条件  
実験ケース 静水位 波高 周期 実験波
Case1 0.53m 0.40m 4.2s
Case2 0.53m 0.40m 7.0s
Case3 0.53m 0.40m 10.0s
Case4 0.53m 0.63m 4.2s
Case5 0.53m 0.63m 7.0s
Case6 0.53m 0.63m 10.0s
Case7 0.53m 0.9m 4.2s
Case8 0.53m 0.9m 7.0s
Case9 0.53m 0.9m 10.0s
Case10 0.53m 1.2m 4.2s
Case11 0.53m 1.2m 7.0s
Case12 0.53m 1.2m 10.0s
Case13 0.68m 0.40m 4.2s
Case14 0.68m 0.40m 7.0s
Case15 0.68m 0.40m 10.0s
Case16 0.68m 0.63m 4.2s
Case17 0.68m 0.63m 7.0s
Case18 0.68m 0.63m 10.0s
Case9 0.68m 0.9m 4.2s
Case20 0.68m 0.9m 7.0s
Case21 0.68m 0.9m 10.0s
Case22 0.68m 1.2m 4.2s
Case23 0.68m 1.2m 7.0s
Case24 0.68m 1.2m 10.0s
Case25 0.83m 0.40m 4.2s
Case26 0.83m 0.40m 7.0s
Case27 0.83m 0.40m 10.0s
Case28 0.83m 0.63m 4.2s
Case29 0.83m 0.63m 7.0s
Case30 0.83m 0.63m 10.0s
Case31 0.83m 0.9m 4.2s
Case32 0.83m 0.9m 7.0s
Case33 0.83m 0.9m 10.0s
Case34 0.83m 1.2m 4.2s
Case35 0.83m 1.2m 7.0s
Case36 0.83m 1.2m 10.0s
Case37 1.13m 0.40m 4.2s
Case38 1.13m 0.40m 7.0s
Case39 1.13m 0.40m 10.0s
Case40 1.13m 0.63m 4.2s
Case41 1.13m 0.63m 7.0s
Case42 1.13m 0.63m 10.0s
Case43 1.13m 0.9m 4.2s
Case44 1.13m 0.9m 7.0s
Case45 1.13m 0.9m 10.0s
Case46 1.13m 1.2m 4.2s
Case47 1.13m 1.2m 7.0s
Case48 1.13m 1.2m 10.0s
不規則波
(200波)
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(3)人に作用する波力 
図-4.2.4 は、事故時波浪 Ho’=0.9m、T =4.2s を波浪外力とし、水位 h を変化させた数値実験結
果である。各水位に対して、岸沖方向位置毎の水位上昇ηの時系列中最大値とそれに応じた浮力を考
慮して転倒限界波力 Fcri を求めると、h =1.13m では浮力が人体の重量を上回り波の有無によらず流
出、h =0.83m で約 0.1kN、h =0.53m で約 0.4kN であった。すなわち、Ho’=0.9m では水位に
関わらず転倒したと考えられる。ただし、図から明らかなように、水位が低い干潮時は人体への作用
波力は小さいが、満潮時には大きくなり危険性が増すと言え、満潮時を避けることで、転倒・漂流の
危険を低下させることができると考えられる。なお、ピーク波力の位置は先端の岸側であり、前述の
とおり先端から岸方向への移動は、より危険度を増す行動であると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.4 水位、D2 と波力の関係 
 
 
波高と波力の関係を明らかにするため、水位 h =0.53m、T =4.2s に固定し、波高を変化させて波
力の変化を検討した。その結果、図-4.2.5 に示すように、波高が大きいほど波力は大きくなった。波
力の分布としては、波高が大きいと砕波のエネルギーが大きい沖側で波力が強く岸側で弱いものの、
前述の転倒限界波力約 0.4kN を全域で超えていた。波高 Ho’が 0.9m 以下では、沖側と岸側で波力
はほぼ一定であり、Ho’=0.9m では全域で転倒限界波力を超えていた。また、Ho’=0.63m 以下で
は、全域で転倒限界波力を下回っていた。以上から、波高が小さい場合は、波力分布は岸沖方向で概
ね一定であり、一定の波高を超えると沖側だけではなく岸沖方向全域の波力が上昇し、全域で転倒の
危険性を持つようになると言える。 
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図-4.2.5 波高、D2 と波力の関係 
 
 
周期と波力の関係をより明らかにするため、水位 h =0.53m、Ho’=0.9m に固定し、周期を変化
させた波力の変化を図-4.2.6 に示す。周期が長いほど波力は大きくなった。波力の分布としては、周
期が長いと先端から岸側に波力のピークが移動しているが、十分岸に接近すると波力は同一となり周
期の影響は見えなくなった。以上から、うねり来襲時は波力が増大し、先端から 2～3m 岸側が危険
になると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.6 周期、D2 と波力の関係 
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(4) 人の転倒限界 
人の転倒を定量的に評価するため、転倒限界比 F/Fcri と波高、周期、水位の関係を検討する。図-4.2. 
7 に波高、水位と転倒限界比 F/Fcri の関係を、図-4.2.8 に波高、周期と転倒限界比 F/Fcri の関係を示
す。ここでの波力 F は、リーフ先端から 2～6m の平均値とした。 
図-4.2.7 によると、h =0.83m では Ho’=0.4m でも F/Fcri が 1 を超えるが、h =0.68m では Ho’
=0.5m 程度、h=0.53m では Ho’=0.7m 程度で F/Fcri が 1 を超えた。水位が高いと波高が小さくと
も、作用面積が大きいため波群中の最高波の作用により波力が増大するが、水位が低いと作用面積が
小さくなるため、波力は低下した。以上により、水位に応じた転倒限界となる波高が求められたこと
となるが、人の転倒に与える寄与度を考えると、波高よりは潮位が支配的要素であり、潮位が高い場
合は波浪条件によらず避難することが重要であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.7 波高、水位と波力の関係(T=4.2s) 
 
 
図-4.2.8 によると、周期が長いと波力は全般的に大きくなり、Ho’=0.4m でも転倒限界波力に至
った。すなわち、干潮時で波高が小さくても、うねり性の波浪が来襲した場合は人への作用波力が大
きくなり転倒に至ると結論づけられる。 
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図-4.2.8 波高、周期と波力の関係(h=0.53m) 
 
 
 
4.3 安全管理システムの提案 
 
 
(1) 管理基準潮位について 
北海道茂辺地海岸を想定した数値実験を行い、水位に応じた転倒限界波高を求めるとともに、周期
が長いうねり性波浪の危険性について確認できた。ただし、潮位が腰より高い場合や周期が長い場合
は Ho’=0.4m と静穏な状況でも波群中の最高波で人は転倒する可能性が明らかになったこともあり、
波高や周期を管理基準とすることには安全上問題がある。また、現地で利用する管理基準は極力簡易
である必要があるため、汀線付近の安全管理基準としては潮位をベースとし、図-4.2.7 に示したとお
り茂辺地海岸の場合は、潮位が腰よりも高くなる場合には海域への立ち入りを禁止する措置を執るべ
きと考えられる。ただし、波浪変形は海底地形に依存するため、この成果を他海岸で適用するには新
たに地形をモデル化して同様の検討を行う必要がある。以下にその項目案を示す。 
①対象海域の数値モデル化 
②数値実験と転倒限界比を基にした常時波高、周期における転倒限界潮位算出。 
③海岸から利用者を排除する管理基準潮位の設定。 
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(2) 周知方法について 
釣りについては、危険性を周知する看板等も考えられるが、対症療法に過ぎない。釣り情報誌、釣
りテレビ番組等の愛好者が常時視聴する媒体とタイアップし、満潮時の常時波浪の危険性を認識する
文化を形成した上でこそ、海岸毎の管理基準潮位周知が効果を発揮すると考える。採藻等漁業につい
ては、漁業協同組合が操業を概ね管理していることもあり、潮位を基に操業を自粛するよう通達する
べきであり、スムーズに周知できると考える。 
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第 5 章 親水型岩礁の高波時の安全管理に関する検討 
 
 
5.1 親水型岩礁における人身事故例の分析 
 
 
親水型岩礁における事故の原因について分析する。事故の概要は以下のとおりである。 
 
(1)日時：平成 20 年 10 月 12 日午前 6 時頃 
(2)場所：北海道留萌市大町黄金岬海岸(図-5.1.1 参照) 
(3)被害者：19 歳男性、18 歳女性 
(4)事故時の状況：磯遊び中(5 名海中転落し、2 名死亡、3 名自力上陸) 
(5)事故位置の地形特性 
図-5.1.1 に事故現場である黄金岬の写真を示す。写真から明らかなように黄金岬は起伏にとんだ地
形である。事故発生岩礁は簡易橋で陸地と連絡されており、利用者が渡れるようになっている。 
事故発生岩礁周辺海域の地形データは水深 10m 程度以深しか存在しないため、地元関係者にヒア
リングを行って、周辺の海底地形を図-5.1.2 のように推定した。周辺は沖側直近まで水深が 10～
16m、岩礁前面で 4m 程度、岩礁内部は 3～4m、簡易橋設置位置は 60cm 程度である。このよう
な急深な海底地形であるため、岩礁前面で急激に砕波して強い流れが発生しやすいと考えられる。 
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図-5.1.1 黄金岬の状況 
 
事故発生岩礁 簡易橋 
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図-5.1.2 事故発生位置と周辺の海底地形 
 
 
(6)事故時の気象・海象特性 
1)気圧配置 
図-5.1.3 に事故時として平成 20 年 10 月 11～12 日の気圧配置を示す。中心気圧が最大で
974hPa を示す強い低気圧が大陸から東へ進みサハリンを横断してオホーツク海に抜ける進路をと
った。このためオホーツク海を中心とした同心円状の気圧配置となり、北海道日本海沿岸では W～NW
方向の強い風が吹いたと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.1.3 平成 20 年 10 月 11 日～12 日の気圧配置 
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2)気象・海象条件 
図-5.1. 4 は、事故発生地点から南へ約 8km 離れた海域にあるナウファス留萌港波浪観測結果及び
留萌測候所における風向・風速観測結果である。事故時は、前日 10 月 11 日 4 時から波浪が発達し
はじめ、事故発生時の 10 月 12 日 6 時に最大有義波高 4.40m、周期 9.3s、波向 NW となり、非
常に厳しい波浪状況を示した。風向は概ね WSW～WNW で推移しており、風速は、事故前日 10 月
11 日 4 時から急速に大きくなり、10m/s 以上の強風が続いていた。事故時の風速は 10.9m/s、風
向は WNW であった。 
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図-5.1.4 事故時の波浪、風況観測結果(ナウファス留萌、留萌測候所) 
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3) 注意報・警報 
表-5.1.1 に事故時の注意報・警報一覧を示す。事故時には強風波浪注意報が発令されており、気象
条件の悪化に伴い、十分に注意が喚起されていたと考えられる。 
 
表-5.1.1 事故時の注意報・警報一覧 
強風 波浪 暴風 波浪
10月10日16:14 発令 発令
10月13日6:20 解除 解除
注意報 警報日時
 
 
 
(7)黄金岬における波浪・流動観察 
事故 1 ヶ月後の 11 月 8 日に、黄金岬に来襲した高波浪・流動の状況を観察した。観察は同日 14
時に行い、岩礁背後テラスおよび高台にてビデオを撮影した。図-5.1.5 に観察時のナウファス留萌波
浪観測結果および留萌測候所風況観測結果を示す。波浪は欠測が多いが、前日 11 月 7 日 12 時には
有義波高が 2m を超えており、観察時の 11 月 8 日 14 時に最大有義波高 5.84m、周期 10.8s、波
向 NNW となった。なお、表-5.1.2 に示すとおり、観察時には強風波浪注意報及び警報が発令されて
おり、気象条件の悪化に伴い、十分に注意が喚起されていたと考えられる。 
事故時、観察時両者の波浪特性として沖波での波形勾配を比較すると事故時は Ho/Lo =0.033、観
察時は Ho/Lo =0.032 であり、波向、風速、風向が近いことも併せて考えると、波高に差異はある
ものの、概ね同等な性質の波浪が来襲したと考えられる。そのため、事故時も観察結果と同様の現象
が発生していたと考えられる。 
図-5.1. 6 にビデオ映像から切り出した写真を示す。黄金岬における波浪・流動現象は概ね以下のサ
イクルで示される。 
①岩礁に波浪が来襲 
②波浪が岩礁に衝突し越波 
③越波水塊が着水し岩礁左側で水位上昇 
④左側から強い流れが右へ回る 
⑤左右からの流れが中央で衝突 
⑥沖から更に波浪が来襲して水位上昇 
⑦波が引く 
 
表-5.1.2 観察時の注意報・警報一覧 
強風 波浪 暴風 波浪
11月6日20:41 発令 発令
11月7日14:10 警報へ 警報へ 発令 発令
11月8日15:15 発令 注意報へ ↓
11月8日22:42 ↓ 発令 注意報へ
11月9日11:34 解除 ↓
11月9日21:10 解除
注意報 警報日時
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図-5.1.5 観察時の波浪、風況観測結果(ナウファス留萌、留萌測候所) 
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①岩礁に波浪が来襲 ②波浪が岩礁に衝突し越波 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③岩礁左側で水位上昇 ④左側から強い流れが右へ 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤左右の流れが中央で衝突 ⑥沖から更に波浪が来襲して水位上昇 
 
図-5.1.6 黄金岬における波浪・流動状況 
 
 
(8)事故原因の分析 
黄金岬の海底地形は岩礁前面が急深となっており、高波浪時には岩礁周辺にて激しい越波と岩礁背
後で左から右へ回る強い流れが発生する特徴的な地形であった。そこに高波浪が来襲し、5 名が転落
したと考えられる。地元でのヒアリングによると、生存者 3 名は簡易橋を挟んで左側、犠牲者 2 名は
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右側の岩礁上に立っていたことが明らかになった。岩礁背後では左から右へ強い流れが生じており、
生存者は流される途中で簡易橋にしがみつき難を逃れたが、犠牲者はそのまま強い流れで沖へ流され
漂流したことが事故の原因と考えられる。以上から、越波は人の転倒、流れは人の漂流に関する重要
な要素と結論付けられる。 
また、黄金岬には図-2.2.2 に示したように危険性を喚起する看板は設置されていたにもかかわらず
事故が発生した。このような事故が繰り返されないためには、対策として、海岸毎に限界波高等の何
らかの管理基準を設けて、基準以上の気象・海象条件が予想される場合には海岸から退避させること
や、危険性を啓蒙する施策が必要と考えられる。 
 
 
 
5.2 漂流の検討 
 
 
5.1 の高波浪観察結果にて言及したとおり、黄金岬においては、岩礁背後において左から右へ周回
する強い流れが存在しており、犠牲者はその流れで沖へ漂流し死亡したと考えられる。ここでは、事
故時の流況を平面 2 次元の波浪変形数値解析にて再現し、事故原因を検討する。 
 
5.2.1 波浪・流況の再現解析 
 
 
(1)数値解析の概要 
事故発生時の波浪条件に対して、波浪・流況の平面的な分布を明らかとするため、平面 2 次元の非
線形分散波方程式モデルを利用して波浪・流動場を再現した。非線形分散波モデルには修正ブシネス
ク方程式モデルを適用した。修正ブシネスク方程式モデルは、平山ら 1)による非線形波浪モデル
(NOWT-PARI ver4.6c3)をベースに中山ら 2)が計算の安定性、精度向上のために改良したモデルで
ある。計算条件を表-5.2.1.1 に示す。波浪外力は事故時の波浪を Case5 とし、Case1～4 は波高
Hoを1～4mとして、周期TはCase5と同一波形勾配(Ho/Lo=0.033)となるようにして決定した。 
 
表-5.2.1.1 数値解析の計算条件 
計算格子幅 2m 
計算格子数 X=600、Y=400 
波浪外力 
Case1：Ho=1.0m，T=4.4s 
Case2：Ho=2.0m，T=6.3s 
Case3：Ho=3.0m，T=7.7s 
Case4：Ho=4.0m，T=8.9s 
Case5：Ho=4.4m，T=9.3s 
潮位 DL+0.2m 
波向 NW 
不規則波成分波数 200 成分(BM スペクトル) 
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(2)数値解析結果 
図-5.2.1.1 に Case5 の波高分布図を、図-5.2.1.2 に岩礁背後のスカラー流速の平均値と最大値を、
図-5.2.1.3 にスカラー流速振幅の最大値、1/10 最大値、1/3 最大値を示す。事故発生岩礁の前面
は来襲波浪と反射波が重なって 3m 以上の波高となった。背後の最大流速は、波高 Ho が 2m 足らず
で 1m/s に達し、事故時波浪では 1.03m/s であった。流速振幅は、Ho が 4m で概ね一定となり最
大流速振幅は事故時波浪で 0.96m/s であった。岩礁前面は急深であるため、波浪が減衰せずに来襲
し、岩礁前面で大きな波高を示すと共に、小さい波高でも流速の最大値は 1m/s に及んだと考えられ
る。また、流速振幅としては概ね波高に合わせて増加しており、波高が高くなると、常時強い流速振
幅が発生するようになったと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.1.1 数値解析による事故時(Case5)の波高分布 
 
事故発生岩礁 
流速算出位置 
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図-5.2.1.2 岩礁背後のスカラー流速 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.1.3 岩礁背後のスカラー流速振幅 
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5.2.2 漂流原因の検討 
 
事故時の岩礁前面の有義波高は 3m 以上、岩礁背後の流速は最大で 1.03m/s、最大流速振幅で
0.96m/s を示し、犠牲者が沖へ漂流するに十分な流速を示す厳しい海象条件であった。海水浴にお
いて遊泳者を沖へ漂流させる強い離岸流の流速は一般に 1～2m/s 程度とされており、岩礁に転落し
た人を沖まで漂流させるに十分な流速が発生していたと考えられる。 
前述のとおり、生存者 3 名は簡易橋を挟んで左側、犠牲者 2 名は右側の岩礁上に立っていたことが
明らかになった。岩礁背後では左から右へ強い流れが生じており、生存者は流される途中で簡易橋に
しがみつき難を逃れたが、生存者はそのまま強い流れで沖へ流されたことが漂流の原因と考えられる。 
 
 
 
5.3 CADMAS-SURF による転倒事故の再現と転倒限界の検討 
 
 
(1)数値実験の方法 
ここでは、CADMAS-SURF による数値解析にて複数の条件を設定して人に作用する波力を求め、
人の立つ位置、波浪、水位による危険度を評価する。 
周辺海域の海底地形図および岩礁の測量結果を基に、図-5.3.1 に示すように海底地形をモデリング
した。計算条件は表-5.3.1 に示すとおりである。波浪はブレットシュナイダー・光易スペクトルによ
る不規則波(100 波)を与えた。計算結果から岩礁上の沖側、頂点、岸側における鉛直方向平均流速の
計算期間中最大値を抽出し、式(3.1.1)に代入して作用波力および転倒限界比を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.1 黄金岬の断面地形 
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表-5.3.1 数値解析計算条件 
実験ケース 静水位 波高 周期 実験波
Case1 1.0m
Case2 1.3m
Case3 1.5m
Case4 1.7m
Case5 2.0m
Case6 2.5m
Case7 3.0m
Case8 3.5m
Case9 4.0m
0.6m 不規則波(100波)6.0s
 
 
 
(2)人に作用する波力 
表-5.3.2に各ケースにおける波群中最大の転倒限界比(F/Fcri)max、F/Fcriが1を超えた回数を示す。
また、参考として図-5.3.2 に CASE8 における転倒限界比の経時変化を示す。Ho’=3.5m である
Case8 では、岩礁頂点で 1 回、岩礁岸側で 1 回転倒限界比が 1 を超えた。 
 
 
表-5.3.2 計算結果の一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
沖側 頂点 岸側 沖側 頂点 岸側
Case1 1.0 6.0 17.4 0.024 0.000 15 0 0
Case2 1.3 6.0 35.0 0.013 0.005 31 0 0
Case3 1.5 6.0 31412.2 0.533 0.257 39 0 0
Case4 1.7 6.0 407.5 0.633 0.124 34 0 0
Case5 2.0 6.0 100.0 0.601 0.325 42 0 0
Case6 2.5 6.0 244.5 0.876 0.760 61 0 0
Case7 3.0 6.0 584.0 1.010 0.980 85 1 0
Case8 3.5 6.0 433.9 1.626 1.044 101 1 1
Case9 4.0 6.0 787.4 1.361 1.627 119 1 1
F/Fcri>1の回数実験ケース Ho'(m) T(s) (F/Fcri)max
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図-5.3.2 転倒限界比の経時変化(Case8) 
 
 
続いて、図-5.3.3 には Ho’と(F/Fcri)max の関係を、図-5.3.4 には Ho’と F/Fcri >1 の回数の関
係を示す。頂点では Ho’=3.0m、岸側では Ho’=3.5m で F/Fcri >1 となった。すなわち、数値解析
結果からは、安全管理上のしきい波高は Ho’=3.0～3.5m となる。ただし、岩礁を乗り越える越波
の実現象としては、リーフ海岸や傾斜護岸と異なり越波飛沫が多く発生するが、CADMAS-SURF
ではそれを考慮できないため、越波による転倒は、実現象の観察結果も含めて検討する。 
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図-5.3.3 Ho’と(F/Fcri)max の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.4 Ho’と F/Fcri>1 の回数の関係 
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5.4 現地波浪観察結果とそれを含めたしきい波高の設定 
 
 
平成 23 年 10 月 19 日 12 時 40 分～13 時 0 分、同年 11 月 25 日 15 時 0 分～15 時 20 分の
2 回、各 20 分間黄金岬波浪状況観察及びビデオ撮影を行った。図-5.4.1 は、事故発生地点から南へ
約 8km 離れた海域にあるナウファス留萌港波浪観測結果である。観測期間の有義波諸元は、10 月
29 日が H1/3 =2.32m、T1/3 =7.1s、11 月 25 日が H1/3 =2.99m、T1/3 =8.1s であった。図-5.4.2
には、観測期間中最も越波が激しかった際のビデオスクリーンショットを示す。 
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図-5.4.1(1) 平成 23 年 10 月 19 日の波浪諸元経時変化(ナウファス留萌港) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.1(2) 平成 23 年 11 月 25 日の波浪諸元経時変化(ナウファス留萌港) 
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図-5.4.2(1) 黄金岬の越波状況(平成 23 年 10 月 19 日 12:50) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.2(2) 黄金岬の越波状況(平成 23 年 11 月 25 日 15:01) 
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10 月 19 日については、岩礁上を大きく越流するような現象は見られず、越波現象は全て図
-5.4.2(1)のように飛沫としての越波であった。すなわち、H1/3 =2.32m では越波は観察されつつも、
人が転倒するほどの規模ではなかったと考えられる。しかし、11 月 25 日については図-5.4.2(2)
に示したように、岩礁周辺の水位が全体的に上昇し、越波水塊が岩礁頂点に至る現象が観測できた。 
すなわち、現地観察結果からは、岩礁に立つ人に転倒の危険性が生じるのは H1/3 =2.99≒3.0m 以
上と考えられる。これは、数値解析結果を支持する結果である。 
以上を勘案して、Ho’=3.0m を注意喚起のしきい波高とする。また、避難命令発令のしきい波高と
しては、岸側でも F/Fcri >1 となり、越波時には頂点から岸側まで冠水して岩礁上全域で転倒の可能性
が高くなる Ho’=3.5m とする。 
 
 
 
5.5 安全管理システムの提案 
 
 
(1)管理基準波高について 
黄金岬のような岩礁における来襲波浪の規模は波高に依存する。前項で述べたとおり転倒限界比は
波高が大きいほど大きくなるため、管理基準としては波高を用いるべきである。 
これまでの検討結果から、安全管理レベルを以下のとおり提案する。 
  
①レベル 0：安全 
・しきい波高：Ho’<3.0m 
→越波水塊が岩礁頂点に来襲しない波高 
～波浪による転倒の危険性が著しく低い状況 
 
②レベル 1：注意喚起 
・しきい波高：3.0m≦Ho’<3.5m 
→越波水塊が岩礁に来襲する可能性あり 
～波浪による転倒の危険性が存在する状況 
 
③レベル 2：避難命令 
・しきい波高：3.5m≦Ho’ 
→岩礁岸側にも越波水塊が来襲する可能性あり 
～波浪による転倒の危険性が高い状況 
 
 | 68 
 
(2)管理手法について 
これまでの親水施設整備においては、安全性に関しては利用者の自主的な判断に期待する部分が多
かったように思われる。これは、「注意報・警報が発令された場合には沿岸に人は立ち入らない」とい
う常識的な考えが背景にある。しかしながら、利用する人々が多様化すると、今回のように気象擾乱
期でも立ち入り、犠牲となる事故の増加が懸念される。 このため現地においては、危険性を周知させ
かつ安全意識を高めるような情報提供が必要である。 
まず、管理基準を明確化し、看板等で周知することで、明確または暗黙の合意形成を図る必要があ
る。その上で、波浪予報でレベル 1 しきい波高が予報された場合には警戒体制とし、現地で注意を呼
びかけ、特に岩礁沖側への移動は抑制することが必要である。波浪予報でレベル 2 しきい波高が予報
された場合は、管理者が現地に出向いて利用者全員を退避させると共に、簡易橋を通行禁止にする厳
しい措置を執る必要がある。 
なお、提案した管理基準は万能ではない。図-5.3.4 に示したとおり、岩礁沖側は常時波浪でも転倒
限界比 1 以上が頻繁に発生し得る。管理基準は目安であり、それ以下の規模の気象擾乱でも事故は起
こり得ることを啓蒙する必要がある。 
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第 6 章 傾斜型親水護岸の安全管理に関する検討 
 
 
6.1 傾斜型親水護岸における人身事故例の分析 
 
 
傾斜型親水護岸における事故の原因について分析する。事故の概要は以下のとおりである。 
 
(1)日時：平成 20 年 11 月 10 日 13 時頃 
(2)場所：北海道紋別市元紋別 1106 林班(紋別海岸)(図-6.1.1 参照) 
(3)被害者：67 歳男性 
(4)事故時の状況：作業中(水汲み) 
(5)事故位置の地形特性 
図-6.1.1 に事故位置の状況を、図-6.1.2 に事故が発生した傾斜型親水護岸の断面図を、図-6.1.3
に事故位置の空中写真と汀線変化を示す。傾斜護岸前面の 1999 年の汀線は、1964 年と比して
100m 程度後退している。このように、紋別海岸は汀線の後退が著しいため、海岸保全施設による侵
食対策が求められていた。加えて、紋別海岸背後にはオホーツク流氷公園が位置していることもあり、
来客が海に親しめるような施設整備が求められていた。以上に鑑み、傾斜型親水護岸による侵食対策
が実施された。しかし、傾斜型親水護岸の前面は洗掘が進んで深くなっており、波浪はあまり減衰せ
ずに傾斜型親水護岸を遡上したと考えられる。 
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図-6.1.1 紋別海岸(1106 林班)の状況 
(北海道森林管理局 HP より) 
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図-6.1.2 紋別海岸傾斜型親水護岸の断面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.1.3 事故発生位置と汀線後退の状況 
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(6)事故時の気象・海象特性 
図-6.1.4 に紋別海岸近傍の紋別小向アメダスによる事故時の平均風向・風速経時変化を、図-6.1.5
に紋別海岸近郊ナウファス紋別の有義波高、有義波周期、波向きの経時変化を示す。 
 
①風向は概ね WNW～N で推移していた。 
②風速は、事故前日 11 月 9 日 2 時に 13m/s を記録した後次第に弱まり、事故が発生した 13 時
の風速は 6m/s、風向は N であった。 
③波浪は 11 月 10 日 0 時から 14 時迄が欠測であったため、最も近い 15 時を事故時の波浪とし
た。 
④事故前日の有義波高は 4m 程度と高い状態で推移しており、欠測期間を挟んで 15 時には有義波
高 2.8m、周期 9.3s、波向 NE となった。 
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図-6.1.4 事故時の風向・風速の経時変化(紋別小向アメダス観測結果より) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.1.5 事故時の有義波高、有義波周期、波向の経時変化(紋別ナウファス観測結果より) 
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(7)事故原因の分析 
事故の前日は厳しい気象、海象条件であったが、風・波浪ともに事故時は前日の時化が治まり、比
較的穏やかになりつつある状況であったと推察される。そのため、被害者は安全であると判断して傾
斜型親水護岸へ行き、そこで水を汲んでいた際に被害にあったと考えられる。また、事故時の波向は
海岸線に垂直な NE であったことから、波浪は屈折変形の影響をあまり受けずに来襲し遡上したと考
えられる。 
すなわち、気象擾乱後の比較的穏やかな波浪条件においても、人が転倒するリスクが存在している
と考えられる。 
 
 
 
 
6.2 CADMAS-SURF による転倒事故の再現と転倒限界の検討 
 
 
ここでは数値造波水路 CADMAS-SURF を用いて転倒事故の再現と人の転倒限界の検討を行う。数
値解析に先立って水理模型実験を行い、事故を再現すると共に数値解析の適用性を検証した。 
 
(1)水理模型実験による事故時の波浪確認 
図-6.2.1 に示すように 2 次元造波水路にて事故位置の地形を縮尺 1/30 で再現した。実験条件(現
地換算値)は、事故時を想定して潮位=T.P.+1.5m、Ho’=1.5m、2.0m、2.5m、T = 11.0s とし、
ブレットシュナイダー・光易スペクトルによる不規則波を与えた。図中矢印に示した斜面法先
(T.P.-2.2m)、静水面(T.P.+1.5m)、斜面上(T.P.+2.7m)の水位をビデオ撮影し、水位を計測して有義
波諸元を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.1 実験水路断面形状(実スケール換算値) 
 
T.P.+7.4m
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図-6.2.2 に静水面(T.P.+1.5m)上の高さと有義波高の関係を示す。斜面法先の有義波高は造波波高
の 1.5 倍程度であり、静水面でも造波波高より若干大きく、斜面上で H1/3 =1.5m 程度に収束した。
すなわち、波浪は浅水変形で増大し、静水面でも造波波高と同程度の高い波浪が来襲したと考えられ
る。また、斜面遡上においては砕波により造波波高に差異があっても同程度の波高に収束すると考え
られる。事故時波浪は H1/3 =2.8m、T1/3 =9.3s、波向 NE であったが、実験結果から、静水面上で
も同程度の波高であったと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.2 静水面からの高さと斜面上の有義波高との関係 
 
 
(2)数値実験の方法 
ここでは、CADMAS-SURF による数値解析結果を水理模型実験と比較検証して精度を確認した。
その上で、斜面勾配および波高条件を変化させた数値解析を行い、人の転倒限界波高と斜面上の位置
(静水面上からの高さ)の関係を検討した。 
図-6.2.1 に示した断面地形をモデリングして数値実験に供した。計算条件は表-6.2.1 に示すとおり
であり、斜面勾配を実際の 1：2 から、1：3、1：5 と変化させ、人に作用する波力の変化を検討し
た。 
波浪はブレットシュナイダー・光易スペクトルによる不規則波(100 波)を与えた。計算結果から傾
斜型親水護岸上の各点における鉛直方向平均流速の計算期間中最大値を抽出し、前に示した式(3.1.1)
に代入して作用波力を求め、最大値を抽出した。 
はじめに、水理模型実験と同条件で数値実験を行い、有義波高を比較して精度を確認した。その結
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果を図-6.2.3 に示す。両者の有義波高はほぼ一致していることから、数値解析の精度には問題無いと
判断した。 
 
 
表-6.2.1 数値解析計算条件  
実験ケース 静水位 波高 周期 傾斜護岸勾配 実験波
Case1 1.0m
Case2 2.0m
Case3 3.0m
Case4 4.0m
Case5 5.0m
Case6 6.0m
Case7 1.0m
Case8 2.0m
Case9 3.0m
Case10 4.0m
Case11 5.0m
Case12 6.0m
Case13 1.0m
Case14 2.0m
Case15 3.0m
Case16 4.0m
Case17 5.0m
Case18 6.0m
不規則波
(100波)
1：2
1：3
1：5
+1.5m 11s
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.3 水理模型実験と数値解析による斜面上の有義波高の比較 
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(3)人に作用する波力 
事故時に近い条件として Ho’=3.0m、斜面勾配 1:2、斜面上位置を静水面とした転倒限界比の経時
変化を図-6.2.4 に示す。転倒限界比が 1 を超えるのは全体で 3 回であった。不規則波群中の最高波
およびそれに準ずる成分波で非常に強い波力が発生して転倒限界比が 1 を超え、事故に遭遇したもの
と考えられる。よって、傾斜護岸上における人の安全性は有義波高ではなく不規則波群中の最高波を
対象とし、転倒限界比を用いて安全性を定量的に評価することが必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.4 転倒限界比の経時変化(Ho’=3.0m、傾斜護岸勾配 1:2、静水面上)  
 
 
図-6.2.5 は、事故時を想定した Ho’=3.0m、傾斜型親水護岸勾配 1:2 に対して、転倒限界比が最
大の時刻における流速 、水位η(斜面上を基準)と静水面上の高さの関係を示している。静水面から高
くなると水位は大きく低下したが、流速は微増する結果を示した。そのため、斜面の上方ほど人への
作用波力は減じると推察される。さらに、この流速と水位ηを式(3.1.1)に代入することで、図-6.2.6
に示す人に作用する波力 F が得られた。F は、主に水位低下の影響を受けて、静水面から高くなると
低下した。同図の右側に示した転倒限界比 F/Fcri が 1 を超えるのは静水面上 1.3m までであり、その
高さまでは転倒の危険性が高いと評価できる。被害者は海水を汲みに行った際に波にさらわれたが、
このとき静水面では転倒限界比が 1.4 程度と 1 を超えており、転倒について非常に危険な状態であっ
たことがわかる。 
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図-6.2.5 事故時の斜面における静水面上の高さと水位、流速の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.6 事故時の斜面における静水面上の高さと波力、転倒限界比の関係 
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(4)転倒限界高さの検討 
静水面を基準として、転倒限界比が 1 以上となる高さを転倒限界高さ hL と定義する。図-6.2.7 は、
傾斜型親水護岸の勾配をパラメータとして、転倒限界高さ hL と沖波波高 Ho’との関係を示している。
勾配が急なほど、静水面からの転倒限界高さ hL が大きくなり、標高が高い場所でも危険であることが
わかる。ただし、勾配 1:2 と 1:3 では差は小さいが、勾配 1:5 になると転倒限界高さが低くなり、
安全になると評価できる。また、Ho’が大きいほど転倒限界比は大きくなるが、その後は砕波により
頭打ちとなる。この図より、Ho’、護岸勾配に対応した転倒の危険が生じる静水面上からの高さが求
められたこととなり、現地における管理基準波高の設定に活用できると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.7 転倒限界高さ hL と沖波波高 Ho’の関係(hL=0 は静水面を示す) 
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6.3 安全管理システムの提案 
 
 
(1)危険度の考え方について 
人の立ち入りを前提とした親水性施設の計画策定に当たっては、前項で示した手法を用いて、事前
に施設の危険性を定量的に把握した上で管理基準を定めるべきである。例えば、護岸勾配が 1:2 の静
水面上では Ho’=2.3m で転倒限界比が 1 となり転倒の可能性が高くなるため、Ho’ =2.3m がひと
つのしきい値と考えられる。また、紋別海岸の傾斜護岸天端高は T.P.+7.4m であるが図-6.2.7 によ
ると Ho’が大きくなっても転倒限界比が 1 を超える高さは頭打ちとなるため、天端面での転倒の危
険性は低いと考えられる。しかしながら、天端高が低い傾斜護岸では、天端面で転倒限界比が 1 を超
える波高がしきい値となる。この場合、傾斜護岸斜面全域で転倒の危険性が高くなるので、立ち入り
を禁止する必要が生ずる。また、両者の中間的なレベルも加えて、海岸における危険度のレベルを表
-6.3.1、図-6.3.1 のように提案する． 
 
 
表-6.3.1 転倒限界比による傾斜護岸の危険度の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.1 転倒限界比による傾斜護岸の危険度の考え方 
危険レベル しきい値 海岸利用
レベル0 静水面で転倒限界比<1となる波高 問題無し
レベル1 静水面で転倒限界比=1となる波高 注意喚起
レベル2 斜面中間で転倒限界比=1となる波高 避難勧告
レベル3 天端面で転倒限界比=1となる波高 避難命令
レベル0：静水面F/Fcri<1
レベル1：静水面F/Fcri=1
レベル2：斜面中間F/Fcri=1
レベル3：天端面F/Fcri=1
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各レベルの考え方は以下のとおりである。 
 
・レベル 0：問題無し 
静水面上で転倒限界比が 1 未満なので、傾斜護岸上全域で安全であり、利用に関して特に制限する
必要が無い状態。この場合、傾斜型親水護岸利用に対して波浪による転倒の危険性は非常に少ない。 
 
・レベル 1：注意喚起 
静水面上で転倒限界比が 1 で、転倒の危険性がある状態。この場合は、傾斜型親水護岸の上方へ移
動することで転倒の危険性を緩和できるが、静水面では危険なので注意を喚起すべきである。 
 
・レベル 2：避難勧告 
斜面中間で転倒限界比が 1 なので、斜面中間から静水面の範囲では転倒の危険性がある状態。この
場合は、天端面へ移動することで転倒の危険性を緩和できるが、斜面中間から沖側は危険なので、避
難を勧告すべきである。 
 
・レベル 3：避難命令 
斜面天端面で転倒限界比が 1 なので、傾斜型親水護岸全域で転倒の危険性がある状態。この場合は、
強制力のある避難命令を発令すべきである。 
 
(2)安全管理の考え方について 
海岸の地形は千差万別であり、対象海岸ごとに図-6.2.7 のような転倒限界高さと傾斜護岸勾配の関
係図を作成して、各危険レベルのしきい値を求める必要がある。その上で、海岸ごとにしきい値を明
記して危険性を啓発する看板等を設置するとともに、海岸管理者は波浪予報で危険レベルしきい値以
上が予報された場合は、注意喚起、避難勧告、避難命令等の適切な措置を速やかに講じる必要がある。
その考え方をまとめた海岸安全管理システム策定のフロー例を図-6.3.2 に示す。 
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図-6.3.2 海岸安全管理システム策定フロー例 
 
 
(3)最高波の危険性と周知方法について 
有義波高としては小さくとも図-6.2.4 に示したように、不規則波群中最高波に準じる流速、水位に
より人への作用波力は大きくなり、転倒限界比が 1 を超えることがある。そのため、常時波浪でも転
倒の危険性があるが、この事実はほとんど知られていない。前述したように、一般に波群中の最高波
は有義波高の 1.6～1.8 倍とされていることもあり、「現地では予報の 2 倍程度の波浪が稀に来襲す
ることがある」ことを広く周知する必要がある。これについては、行政による広報のみならず、地域
紙、アウトドア雑誌、ラジオ局等のマスコミとの連携や、海浜イベントでの啓蒙活動等様々な媒体で
周知する必要がある。 
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第７章 安全管理の課題と提言 
 
 
これまでに、海岸における人身事故の分析、人に作用する波力の定量化、海岸形態ごとの事故の分
析と安全管理の検討について述べてきた。ここでは、これまでの研究成果から明らかになった課題と、
今後の安全管理向上に関する提言を述べる。 
 
 
 
7.1 海岸形態と外力に関わる課題と提言 
 
 
(1)課題 
これまでの結果から明らかとなった、海岸形態と人の転倒に対して支配的な外力の組み合わせを表
-7.1.1 に示す。本研究からは下表のように結論付けられるが、例えば日本海のように潮位差が非常に
小さい海域もあり、普遍性を持たせるには至っていない。 
 
表-7.1.1 海岸に危険を及ぼす支配的な外力のマトリックス例 
外力
海岸形態 波高 周期 潮位 
リーフ地形 △ △ 〇 
岩礁 〇 △ △ 
傾斜護岸 〇 △ △ 
〇：最も支配的な外力、△：影響する外力 
 
 | 84 
 
(2)提言 
今後も海岸における人身事故に注視し、それを再現することで人を転倒させる支配的な外力に関す
る精度を上げることが必要である。それにより、支配的な外力に注目することで、現地で簡単に計画
でき、実効性のある安全管理計画を策定できるようになると考える。 
 
 
 
7.2 津波・河川氾濫等への応用に関わる課題と提言 
 
 
(1)課題 
本研究は海岸における人身事故を対象としたが、人の転倒を波力に対して自重で抵抗するよう定量
化したこともあり、あらゆる流体による人の転倒への応用が可能である。そのため、水害からの避難
等への応用が求められる。 
 
 
(2)提言 
津波遡上や河川氾濫シミュレーションでは計算格子ごとに水位と流速が出力されるため、それを基
にして転倒限界比の平面分布を求めることで、津波遡上や河川氾濫において、人の転倒が懸念される
区域を予測することが可能である。これにより安全な避難誘導等の検討に活用すべきと考える。 
 
 
 
7.3 家屋被害に関わる課題と提言 
 
 
(1)課題 
これまでは沿岸における人の安全性ついて研究してきたが、沿岸では越波による家屋の被災も多く
報告されている。人が居住している際に家屋が被災した場合は人命が非常なる危険にさらされるため、
家屋の倒壊や家屋からの避難に関する定量的な検討が求められている。 
 
 
(2)提言 
水理模型実験や CADMAS-SURF を用いた沿岸家屋への作用波力の定量的検討および家屋が被害
を受ける基準波力を組み合わせることで、波浪・潮位等の外力と被害を受ける家屋の位置の関係、更
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には避難命令発令の波高等を求めることが可能である。これを検討することで、人の転倒と併せて沿
岸における総合的な防災計画を策定すべきである。 
 
 
 
7.4 海象の知識に関わる課題と提言 
 
 
(1)課題 
これまでの研究成果から明らかなように、有義波高は小さくとも、不規則波群中の最高波により人
は転倒する可能性がある。しかし、一般的な認識としては、波群の波高は概ね同一と認識されており、
それが安全性を過信する原因の一つとなっている。そのため、波群には有義波高の 1.6～1.8 倍に至
る最高波が存在することを一般市民へ周知する必要がある。また、近年は様々な機関の活動により砂
浜における離岸流の存在は広く知られるようになった。これと同様に最高波の存在も知らしめねばな
らない。 
 
(2)提言 
最高波の存在を周知啓蒙する手法について、以下に列挙する。 
 
①海上保安庁による漁業者、建設業者、海岸利用者等を対象とした安全教育、啓蒙活動 
→事業者への教育想定 
②釣り情報誌、アウトドア雑誌等専門誌とタイアップした周知活動 
→レジャー利用者への教育想定 
③小中学校における安全教育 
→若年者への教育想定 
④テレビ、ラジオ等大手マスコミとタイアップした周知活動 
→国民全体への教育想定 
 
大まかではあるが、以上の教育、啓蒙活動により最高波や、更には地形による効果を含めた危険性
について周知すべきである。 
 
 
 
7.5 防災用具に関わる課題と提言 
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(1)課題 
例えば釣り人は胴長を着用して入水することが多いが、胴長内部に海水が流入した場合はその分の
重量を負うことになるので、非常に危険な状態になる。また、万一転倒漂流した場合に目撃者がいな
い場合は救助要請も困難である。このように、万一転倒した場合に人命を守る用具等の適正な利用が
課題である。 
 
 
(2)提言 
もちろん、ライフジャケット等浮力帯の着用は必須である。万一転倒した場合のことを考えると、
水中でも人の動作を妨げないためには、ウェットスーツ及びドライスーツの着用が有効である。特に
ドライスーツは海水に肌が触れないため、体温及び体力の低下を防ぐことができる。そのため、常時
水中で行動する採藻漁業やサケ釣りにおいては是非着用を勧める。また、強く転倒した場合には、頭
部が海底に衝突し昏倒、最悪の場合即死に至る可能性もあるので、保護帽着用も必要である。 
以上の策を講じても転倒、漂流に至った場合は迅速に救助を要請することが必要である。この場合、
防水タイプの携帯電話、または透明ビニル等で包んで防水対策を施した携帯電話を利用して救助を要
請することができるため、是非携帯してもらいたい。 
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第８章 結論 
 
 
ここでは、これまでに述べた研究成果の結論をまとめる。 
 
第 1 章 序論 
研究の背景、目的、概要について述べた。 
 
 
第 2 章 海岸における人身事故の分析 
海上保安庁の統計によると年平均で 526 人の人命が海浜事故で失われているが、沿岸では特に安全
管理はなされていないのが現状である。それは、人の転倒と波浪、潮位との関係が定量的に明らかにな
っていないことに起因する。以上に鑑み、①人の転倒の定量的な記述手法提案、②沿岸ごとの転倒リス
クに対する管理基準を求める手法の提案、③管理基準を基にした管理手法の提案、を本研究の目的とす
る。 
 
 
第 3 章 人体に作用する波力に関する検討 
人を静的な円柱に模し、浮力を考慮した人の重量とモーメントのつり合いを考慮して人の転倒限界波
力 Fcri を提案した。その上で、人に作用する波力と転倒限界波力の比を転倒限界比 F/Fcri と定義した。
これにより、人の転倒を定量的かつ簡潔に記述できるようになった。また、水理模型実験と数値解析両
者における円柱の転倒限界比重がおおむね一致することから、転倒限界比と数値解析の組み合わせで人
の転倒を表現することが可能であることを証明した。 
 
 
第 4 章 リーフ及び砂浜海岸の安全管理に関する検討 
事故事例の分析結果から、静穏時においても満潮で浮力が大きくなって人の水中重量が低下した際に
常時波浪中の最高波が作用して人が転倒したことがわかった。すなわち、潮位と最高波はリーフ及び砂
浜海岸の安全管理上重要な要素であることを明らかとした。その上で、リーフ海岸を対象に数値解析結
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果から、安全管理の基礎資料となる波高、潮位と人の転倒限界、および波高、周期と人の転倒限界の関
係を定量的に導いた。安全管理基準としては潮位をベースとして腰よりも高くなる場合には海域への立
ち入りを禁止する措置を執るべきと考えられる。また、様々な媒体とタイアップし、満潮時の常時波浪
の危険性を認識する文化を形成することが重要と考えられる。 
 
 
第 5 章 親水型岩礁の高波時の安全管理に関する検討 
事故事例の分析結果から、事故の原因は高波浪による転落と、強い流れによる漂流と考えられる。事
故時の岩礁背後の流速は数値解析結果によると、犠牲者が沖へ漂流するに十分な大きさであった。数値
解析および現地観測結果から、安全管理上のしきい波高を注意喚起 Ho’=3.0m、避難命令 Ho’=3.5m
と提案した。この管理基準を周知すると共に、海岸管理者が利用者に現場で利用者全員を退避させる等
厳しい措置を執る必要がある。 
 
 
第 6 章 傾斜型親水護岸の安全管理に関する検討 
事故事例の分析結果から、事故は海象が比較的穏やかになりつつある状況で被害者が傾斜型親水護岸
へ行った際に発生しており、穏やかな状況でも人の転倒リスクがあることが示唆された。数値解析結果
から、傾斜型親水護岸を対象に、安全管理の基礎資料となる転倒限界高さ hL、沖波波高、護岸勾配の
関係を定量的に導き、人の転倒に対しては緩勾配で安全になることを明らかとした。その上で、安全管
理システムとして、波高と転倒限界比の関係から注意喚起から避難命令に至るシステムを提案した。 
 
 
第７章 安全管理の課題と提言 
本研究において、海岸形態と人に危険を及ぼす支配的な外力を明らかにしたが、今後も様々な事故
事例を基に知見を蓄積し、両者の関係の精度を向上させることで、より実効的な海岸管理が可能にな
ると考えられる。 
転倒限界比の考え方は津波や河川氾濫においても適用可能なので、人の転倒に踏み込んだより実効
的な防災計画の立案への応用が求められる。 
本研究においては人の転倒に着目したが、今後は家屋被害やそれに応じた避難勧告まで踏み込み、
一歩進んだ沿岸防災計画の立案に資するべきである。 
一般的な認識として最高波の存在は知られていないため、海上保安庁、マスコミ、小中学校等によ
る安全教育、啓蒙活動によりその危険性について啓蒙すべきである。 
防災用具としては、体温及び体力の低下を防ぐことができるドライスーツや保護帽等の着用を促進
すべきである。また、救助を要請のための防水タイプの携帯電話、または透明ビニル等で包んで防水
対策を施した携帯電話の携行も有効である。 
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